
様式第５号（イ－⑥）

中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による認定に係る売上高等の状況　　　添付資料

住　　所

所在地

企業名

屋号

氏　　　名

代表者名

（１）前年の企業全体の売上高等に対する、指定業種に属する事業の売上高等の減少額等の割合

（表１：売上高等が減少している指定業種）

千円 千円

千円 千円

※１：

※２： 指定業種の売上高を合算して記載することも可。

C：最近１か月の前年同期の全体売上高等 千円

（イ）最近１か月の売上高等

認定申請書の表には、ａ．欄に記載する指定業種(日本標準産業分類の細分類番号と細
分類業種名）と同じ業種を記載。ａ．欄には売上高が把握できている指定業種のみの記
載でも可。

合計

　【Ｂ】　　　　　　　　　　　　千円　－【Ａ】　　　　　　　　　　　　千円　
×１００　＝

【C】　　　　　　　　　　　　千円

千円【Ａ】千円【Ｂ】

ａ．売上高等が減少して
いる指定業種（※１，２）

ｂ．最近１か月の前年同期の売上高等 ｃ．最近１か月の売上高等

％



（表２：売上高等が減少する見込みがある指定業種）

千円 千円

千円 千円

F：Aの期間後２か月間の前年同期の全体売上高等 千円

（ロ）最近３か月間の売上高等の見込み

（２）企業全体の売上高等の減少率

G:Aの期間に対応する全体の売上高等

（イ）最近１か月の売上高等

H：Gの期間後の２か月間の全体の見込み売上高等

（ロ）最近３か月間の売上高等の実績見込み

（注）

上記記載内容に相違ありません。

　令和　　　　年　　　　月　　　　日

住所

氏名 ㊞

千円【E】 千円【D】

ａ．売上高等が減少して
いる指定業種

（【C】　　　　　　　千円＋【F】　　　　　　　千円）－（【G】　　　　　　　千円＋【H】　　　　　　　千円）
×１００　＝ ％

【C】　　　　　　　　千円＋【F】　　　　　　　　千円

％
【C】　　　　　　　　　　　　千円

千円

認定申請にあたっては、表２に記載している指定業種に属する事業を営んでいることが分かる書類等
（例えば、取り扱っている製品・サービス等が分かる書類、許認可証など）や、上記売上高が分かる書
類等（例えば、試算表や売上台帳など）の提出が必要。

税理士・会計士

d．Aの期間後２か月間の前年同期の売上高
等

合計

（【Ｂ】　　　　　　千円＋【E】　　　　　　千円）－（【A】　　　　　　千円＋【D】　　　　　　千円）

e．Aの期間後２か月間の見込み売上高
等

×１００　＝ ％
【C】　　　　　　千円＋【F】　　　　　　千円

千円

　【C】　　　　　　　　　　　　千円　－【G】　　　　　　　　　　　　千円　
×１００　＝


